
平成２３年度伊方原子力発電所周辺環境放射線等調査結果の要約 

 

Ⅰ 環境放射線等調査結果 

 １ 空間放射線レベル 

  (1) 線量率（時間当たりの空間放射線量） 

        愛媛県モニタリングステーション１局、モニタリングポスト７局、四国電力(株)モニタリングス

テーション１局、モニタリングポスト４局の NaI(T)シンチレーション検出器による線量率の連続

測定結果は、次のとおりであった。 

                               （単位 ナノグレイ／時） 

測  定  局 最 高 最 低 平 均 

モニタリングステーション ６３ １５ １８ 

モニタリングポスト伊方越 ５５ １７ ２０ 

モニタリングポスト九 町 ６７ ２０ ２４ 

モニタリングポスト湊 浦 ５３ １４ １７ 

モニタリングポスト川永田 ７２ ２１ ２４ 

モニタリングポスト豊之浦 ６０ １１ １４ 

モニタリングポスト加 周 ７６ ２１ ２５ 

愛 
 

媛 
 

県 

モニタリングポスト大 成 ４３ ２０ ２２ 

モニタリングステーション ５２ １３ １５ 

モニタリングポストＮｏ.1 ５１ １２ １５ 

モニタリングポストＮｏ.2 ６１ １２ １５ 

モニタリングポストＮｏ.3 ６２ １１ １４ 

四
国
電
力
㈱ 

モニタリングポストＮｏ.4 ５２ １２ １５ 

  （注）宇宙線等の寄与分は、ほとんど含まれていない。 

  

       降雨時における過去の測定値から求めた「平均値＋標準偏差の３倍」を超える測定値については、

いずれも 

   ○ 降雨に対応して発生している。 

      ○ 発電所を中心に設置された異なる方位のモニタで同時に増加を観測している。 

   ○ ガンマ線スペクトルから自然放射性核種(ラドン子孫核種)によるピークの増加が認められるが、

他の特異なピークは見られない。 

        また、降雨時以外についても、降雨時と同様に評価を行った結果、ガンマ線スペクトルに、自然

放射性核種による上昇は見られたが、人工放射性核種による特異なピークは見られない。 

    これらのことから、「平均値＋標準偏差の３倍」を超える値については、いずれも自然放射線の

変動によるものであり、今年度の線量率測定結果からは、原子力施設からの放出と考えられる線量

率の変化は認められなかった。 

 

  (2) 積算線量（空間放射線量の積算値） 

    発電所周辺の定点における、積算線量の測定結果は、次のとおりであった。 

平成 23年度の測定値の範囲 

測  定  地  点 四半期測定値 

(マイクログレイ／３ヶ月)

年間積算値 

(マイクログレイ／年) 

愛 媛 県 
30 地点 

(発電所周辺3市 1町)
 ７５ ～ １５７ ３０３ ～ ６１７ 

四国電力(株) 
25 地点 

(発電所周辺1市 1町)
 ８０ ～ １１９ ３２７ ～ ４６９ 

    各地点の四半期測定値は、いずれも、過去の測定値の「平均値＋標準偏差の３倍」を超えるもの

はなく、自然変動の範囲内であった。 
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２ 環境試料の放射能レベル 

   平成23年度の調査結果は、一部の環境試料から、近年検出されていなかった人工放射性核種である

ヨウ素-131、セシウム-134等が検出されたが、伊方発電所から計画外の放射性希ガスの放出はないこ

とから、福島第一原子力発電所事故によって大気中に放出された放射性物質の影響と考えられる。ま

た、セシウム-137も検出されたが、同核種は福島第一原発事故以前から検出されているものであり、

その分析結果は過去の測定値と比較して同程度であった。これらはいずれも微量であり、人体への影

響上問題となるような濃度は認められていない。それ以外の土壌、海水等の環境試料の分析結果は、

過去の測定値と比較して同程度であった。 

   また、全ベータ放射能測定結果は、昨年度までの調査結果と比較して同程度であった。 

測定値の範囲（伊方地域） 
項  目 

平成 23年度 昭和 50～平成 22年度 
単  位 

大気浮遊じん 検出されず～1.2 検出されず～0.067 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ３ 

河川水 検出されず 検出されず ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

土壌 検出されず 検出されず ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

植物（農産食品を含む） 検出されず～0.35 検出されず～23 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

降下物 検出されず～5.7 検出されず～6.3 ﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ２･月 

海水 検出されず 検出されず ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

海底土 検出されず 検出されず ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

核
種
分
析
・
ヨ
ウ
素
‐131

海産生物 検出されず～1.27 検出されず～3.0 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

大気浮遊じん 検出されず～0.199 検出されず ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ３ 

河川水 検出されず 検出されず ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

土壌 検出されず 検出されず～2.1 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

植物（農産食品を含む） 検出されず～2.29 検出されず～5.6 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

降下物 検出されず～6.14 検出されず～74 ﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ２･月 

海水 検出されず 検出されず ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

海底土 検出されず 検出されず～1.1 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

核
種
分
析
・
セ
シ
ウ
ム
‐134 海産生物 検出されず 検出されず～0.044 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

大気浮遊じん 検出されず～0.207  検出されず～2.7 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ３ 

河川水 検出されず  検出されず～2.4 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

土壌 4.2～25.3    1.2～150 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

植物（農産食品を含む） 検出されず～2.38  検出されず～13 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

降下物 検出されず～5.90  検出されず～170 ﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ２･月 

海水 1.2～2.5 検出されず～9.3 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

海底土 検出されず～1.1 検出されず～5.2 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

核
種
分
析
・
セ
シ
ウ
ム
‐137 海産生物 検出されず～0.20 検出されず～0.67 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

大気浮遊じん 17～37  検出されず～81 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ３ 

河川水 16 検出されず～78 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

土壌 210～390 110～630 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

植物（農産食品を含む） 27～180    26～260 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

降下物 8 2～440 ﾍﾞｸﾚﾙ／ｍ２・月 

海水 25～38  検出されず～48 ﾐﾘﾍﾞｸﾚﾙ／ 

海底土 230～320 120～700 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg乾土 

全
ベ
ー
タ
放
射
能 

海産生物 21～510 11～560 ﾍﾞｸﾚﾙ／kg生 

  （注１）愛媛県測定結果、四国電力(株)測定結果を合わせて示しているため、測定値の範囲は

調査結果報告書中の調査機関別の測定値の範囲とは一致しない。 

  （注２）四国電力(株)測定のセシウム-134 の過去値は、昭和 62 年度から平成 22 年度の測定結 

果。 



 

３ 大気圏内核爆発実験等の影響評価 

  近年、新たな大気圏内核爆発実験は行われておらず、伊方町及び松山市における放射性降下物

は、昭和 61 年 4 月 26 日に発生したチェルノブイリ原子力発電所事故の影響で一時的な増加がみ

られたが、減少している。 

  また、平成 23 年３月 11 日に発生した福島第一原子力発電所事故の影響により、ヨウ素-131、

セシウム-134 及びセシウム-137 の一時的な増加が確認されたが、すぐ減少している。 

 

４ 蓄積状況の把握 

  継続的に検出された人工放射性核種のセシウム－137 は、過去の大気圏内核爆発実験及びチェル

ノブイリ原発事故に起因するものであり、愛媛県測定の土壌（３地点）、海底土（２地点）及び

四国電力㈱測定の土壌（３地点）、海底土（３地点）ともに、蓄積傾向はみられなかった。 

 

５ 環境調査結果に基づく線量の評価 

  伊方地域に現に存在する放射線や過去の核爆発実験、福島第一原子力発電所事故等に起因する

セシウム－137等の測定結果を基に推定した結果、過去の評価結果と同じ程度であった。 

（単位 ミリシーベルト／年） 

評価対象 平成 23年度 平成 22年度 平成 13年度～22年度
運転開始前 

（昭和 50年度） 

外部被ばく線量 

(主に自然放射線による) 
 0.24～0.37 0.25～0.37 0.24～0.39 0.32～0.36 

内部被ばく線量 

(セシウム-137等による) 
0.00052 0.00045 0.00016～0.00045 0.00065 

（注）過去の評価値についても、現在の指針による評価値を記載している。 

 

 

Ⅱ 放射性物質の放出管理状況に基づく線量評価結果 

  放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に伴う周辺公衆の線量を評価した結果、実効線

量の推定評価値は、年間 0.072 マイクロシーベルトであり、「安全協定」の努力目標値（年間 7

マイクロシーベルト）を下回っていた。 
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